
第１回 北広島市公共施設等総合管理計画市民検討会議 会議概要 

日  時 平成 27年 10月 5日（月）15：00～16：30 

場  所 市役所本庁舎 2階会議室 

出席委員 
麻生昌裕委員・安藤淳一委員・数納華代委員・河瀬和也委員・清平秀幸委員 

下村英敏委員・鈴木聡士委員・髙山隆二委員・山口規子委員 

欠席委員 なし 

事 務 局 中屋企画財政部長・川村企画財政部次長・熊田企画課主査・杉原企画課主任 

オブザーバー 株式会社中央コンサルタンツから 4名・北洋銀行北広島中央支店から 1名 

傍 聴 者 0名 

会議次第 

1 開会 

2 委嘱書の交付 

3 市長あいさつ 

4 検討会議委員・事務局紹介 

5 会長及び副会長の選出 

6 会長あいさつ 

7 議事 

 （1）公共施設等の現状と今後の在り方について 

 （2）計画策定方針について 

 （3）その他 

8 閉会 

 

  



会議録 

 

1 開会 

 委員 9名が全員出席。委員の過半数が出席していることにより会議が成立していることを報告。 

 

2 委嘱書の交付 

 市長から、各委員に委嘱書の交付 

  

3 市長あいさつ 

 市長から、検討会議開催に先立ちあいさつがあった。 

  

4 検討会議委員・事務局紹介 

 各委員及び事務局の紹介 

 

5 会長及び副会長の選出 

 委員の意見により事務局に一任され、会長に安藤氏、副会長に下村氏を選出したいという事務局案を

提示し、承認された。 

 

6 会長あいさつ 

 安藤会長から、会長就任にあたりあいさつがあった。（市長はあいさつ後、公務により退室） 

 これ以降は、安藤委員により議事進行。 

  

7 議事 

（1）公共施設の現状と今後の在り方について 

 ＜事務局から資料に沿って説明＞ 

 ・公共施設等の老朽化対策が全国的な課題となっている中、平成 26 年 4 月に、国から地方自治体

へ「公共施設等総合管理計画」を策定するよう要請があった。 

  ・平成 28 年度までに計画を策定した場合は、国からの財政支援が受けられることから、本市を含

め全国のほとんどの自治体が平成 28年度までに計画を策定することとしている。 

  ・本市では平成 26 年度から計画策定に向けた作業を進めており、市としての大まかな考え方や方

針を「策定方針（案）」として取りまとめ、調査・分析結果とともに、本日、委員の皆様にお示

しする。 

  ・本計画は今後想定される人口減少、少子高齢化や厳しい財政状況を踏まえ、必要な公共サービス

を持続的に提供できるよう、公共施設等の適切な配置に向けた基本的な考え方を示すものである。 

  ・計画期間は 10年間とし、社会情勢の変化等必要のある場合は適宜見直しを行うものである。 

  ・推計によると、本市の人口は 25年後にはピーク時から約 24％減少し、高齢化率は 44％まで上昇

すると見込まれている。 

 ・地区別でも、各地区で人口減少、高齢化が進行する見込みとなっている。 

  ・地区別の人口構成の推計では、25 年後には団地地区において高齢化率が 50％を超え、他の地区

も 40％前後になると見込まれる。人口の動向は公共施設の需要や利用状況に影響するので、地区



ごとの特性も併せて注視していく必要がある。 

  ・財政状況を見ると、本市の経常収支比率はおおむね 90％台前半で推移しており、人件費や公債費

などの経常的な経費の割合が高い状況である。 

  ・歳入、歳出の推移を見ると、市税収入がほぼ横ばいで推移する中、社会保障の経費である扶助費

は毎年増加傾向にあり、長期的には投資的経費の確保が困難になっていくと予想される。 

  ・計画では、市が所有する全ての施設が対象となる。そのうち公共施設（いわゆるハコモノ）は 227

施設である。 

  ・公共施設の用途別延べ床面積を見ると、学校が最も多く、また整備状況の推移を見ると、昭和 40

年代から 50年代にかけて多くの施設が整備されている。 

  ・主な公共施設の経過年数を見ると、築 30 年以上の施設が多く、特に学校、公営住宅で老朽化が

進んでいる。 

  ・公共施設の将来の更新費用の試算では、今後 40年間で約 903億円、年平均で約 23億円の費用が

かかると推計される。ただし、過去の修繕などは考慮せず、機械的に推計した数値である。 

  ・同じく道路などのインフラ施設の試算では、今後 40年間で 1,679億円、年平均で約 42億円の費

用がかかると推計される。 

  ・これらはあくまでも機械的な試算であるが、現在の施設量を維持しようとすれば、巨額の費用が

必要になることが見て取れる。 

【会長】 

・策定に向けた経緯や、市の人口、財政状況、公共施設の現状等について事務局から説明があった

が、委員それぞれの立場から、普段感じていることや今後の在り方について、意見等いただきた

い。 

 【委員Ａ】 

  ・全市的な少子高齢化、団地地区において特に大きく進んでいる状況は、まちづくりの上で最も大

きな問題だと感じている。 

・公共施設をいかに効率的に維持管理、運営していくのは重要なことと認識しており、本計画が担

う役割は大きいものであると考えている。 

・将来を担う子どもたちはもちろんのこと、高齢者のことも考えた計画にしてほしい。 

 【会長】 

  ・現在の規模や形で行くのは厳しいという共通認識はあると思う。身近なところでも、グローバル

な視点でもよいので幅広に意見をいただきたい。 

 【委員Ｂ】 

  ・長年学校と関わりを持っており、耐震等の工事についても身近に接している。改修などについて

もより効率的な方法があるのではと感じることがある。 

・まちの発展の上で、若い人にいかに魅力を感じてもらうかが大切な部分であると思っており、少

子高齢化は避けられないにしても、その進展のスピードを緩めることは重要なまちの魅力になる

のではと、周囲でも度々話題に上がっている。 

 【委員Ｃ】 

  ・今後固定資産台帳も整備していくことが各自治体の近々の課題だと感じている。 



・多くの固定資産の中で、何を優先するか、どう効率的に使っていくかを考える場になる。耐用年

数や使用頻度など諸々のデータが数字で出てくると、自動的に優先順位は決まってくると思うが、

そこに地域住民の意見をどの程度反映させるかも重要である。 

 【事務局】 

  ・本計画においては、個別具体な施設について議論するものではなく、市の公共施設における共通

の考え方を定めるものである。今後所管課において個別施設の在り方を検討する上での指針づく

りと考えている。 

 【会長】 

  ・個別の施設をどうしていくのか検討して結論を出すうえでは、市民が納得する根拠が必要となる。

そういった意味でも本計画の果たす役割は大きいものであり、それぞれの立場からの各委員の意

見の反映は大切である。 

 【委員Ｄ】 

  ・この計画の着地点が理解できた。数年間にわたりある施設の管理運営を行っているが、施設の稼

働率は高い状況にある。しかし利用している団体はずっと同じであり、高齢化の進展とともに団

体の構成員の数が減ることで、施設の使用者数も減少している。運営サービスの向上などでは変

えられないのが現実である。 

・個人的に地区の公民館等を利用することも多いが、公民館と地域住民の関わり方も重要であると

日々感じている。市民の力で公民館にとって有益な活動をしているつもりだが、市全体を通して

みたときに地区毎の偏りが生じるのではないかという懸念もある。 

 【委員Ｅ】 

  ・私の住む地区においても住民ニーズは何かと多く、統廃合についてもスムーズには行かないと感

じる。 

・各地域においていかにコンパクトなまちづくりを進めるかが課題と感じている。地区毎にできる

こととできないこと、住民の要求も違う。また、同じ地区の中でもいくつか特色が分かれている。

施設を利用する団体構成員の高齢化も気になっている。 

 【委員Ｆ】 

  ・人口が増えている大曲地区においても 3年間で児童数は 100人減った。団地地区においてはこれ

以上の減少が見られている。各地区において減少率が均一ではない状況で、市全体として計画を

考えるのか、地区別の視点を持つのかは気になる部分である。 

・人口増加と言っても、同じパイの取り合いの様相であるため、本計画では無駄遣いをしない施設

整備の視点が必要であると考えている。 

・学校施設の占める割合の多さに驚いたが、学校という施設におけるバリエーションを多様化する

手法も考えられ、コンパクト化につながるのではと感じている。 

【会長】 

  ・施設のコンパクト化は私も非常に重要なキーワードであると考えている。 

 【委員Ｇ】 

  ・財政面でみると、更新費用はどうしても大きくなる。そういった中で、市がやらなくても民間で



できるものは民間に任せようという PPP/PFIの手法が全国的に取り入れられている。民間の発想

や知恵、資金を入れていくのも大切であり、より使い勝手が良くなる可能性がある。 

・公共施設は必要不可欠であり、更新だけではなく前向きな投資も必要である。財政的な余裕をつ

くるためにも民間ノウハウを活用できる取り組みについて計画の中に盛り込みたいと考えてい

る。 

 【委員Ｈ】 

  ・コンパクトシティの考え方により、まちを効率的につくっていく必要性は、北広島市だけの問題

だけではなく全国的な問題であることを認識したい。 

・他市の行政改革委員会に携わった際に、今後 20 年程度の財政収入の見通しで、約 130 億円不足

という推計が出てきた。資料の中にはこれまでの歳入歳出、将来的なコストについての記載はあ

るが、将来的に収入がどの程度変動するのかの観点も必要であると感じている。 

 

（2）計画策定方針について 

＜事務局から資料に沿って説明＞ 

 ・これまでの公共施設を「作る・保有する」という観点から、「効果的に活用する・適正に管理す

る」ことへの転換が重要であり、そのためには「ハード」と「ソフト」の両面からのアプローチ

が必要。 

 ・ハード面としては、将来的な需要を見据えたうえで、複合化や多機能化、統廃合など総量を圧縮

する取組みが重要となる。 

 ・ソフト面からは、限られた資源を有効活用するため、より使いやすい利用形態への改善や運営コ

ストの削減、長寿命化を図るとともに、民間ノウハウの活用や、他の市町村との連携なども重要

な要素となる。 

 ・資料 13ページの 7点の基本方針を説明 

  ・5 月に内部で策定方針（案）を決定しているが、この会議での承認をもって策定方針の決定とさ

せていただきたい。 

 ・第 2 回目の会議ではより具体的な方針となる「計画骨子」、第 3 回の会議ではほぼ完成形に近い

「計画素案」について議論いただきたいと考えている。 

 ・これらの議論を踏まえて、3 月に計画素案を策定し、パブリックコメント、市民説明会を経て、

来年 6月の策定を予定している。 

 【会長】 

  ・本日は策定方針（案）についてこのまま進めていいのか議論、判断することとしている。先ほど

各委員から出た意見についても概ね盛り込まれているように感じているが、他にご意見があれば

いただきたい。 

 【委員Ｈ】 

  ・将来どのくらい財政が不足するのかをしっかりと市民に見せることで、総量圧縮の理解が進むと

思う。 

・人口が減る、お金が少なくなるという部分だけではなく、将来に向けてどう前向きにできるのか

という視点がないと未来に対して希望が持てないと思う。適正配置を進めていく上で生じた余力

を、どのようにまちづくりに生かすかなどのポジティブな方針も入れたい。検討いただきたい。 



 【会長】 

  ・北広島市が若い人にとって魅力のあるまちとなるという考え方にもつながる部分であると考えら

れ、大事な視点だと思う。 

 【委員Ｂ】 

  ・パブリックコメントについてはどのような方法で行うのか。 

 【事務局】 

  ・市ホームページに案を載せるとともに、広報でも周知を図っていく予定である。 

 

（3）その他 

 【事務局】 

  ・直近で公共施設について大きな議論をしたのは学校跡施設の利活用についてであり、その際にも

3 年を要した。今回の計画策定により、今後各施設について考える際の指針づくりができると考

えている。 

  ・先ほどの意見にあった将来に向けての前向きな視点については、次回皆さんにお見せできるよう

にしたい。 

  ・次回日程については 11月中～下旬を予定しており、別途調整させていただく。 

 

8 閉会 

会長から閉会のあいさつ  


